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故山村睦夫名誉教授の研究軌跡
奥　　　須磨子　　　幸　野　保　典
　故山村睦夫名誉教授の早稲田大学大学院以来の研究の軌跡は，前半期の日本産業革命期における紡績
業から三井物産の対外進出に関する研究と，後半期の上海居留日本人社会に関する研究に大きく区分す
ることができる。以下，その概略を示しつつ，研究史上の特徴や功績をあとづけてみたい。
1.　前半期の動向：産業革命期の紡績業から三井物産研究へ
　山村名誉教授の研究は，日本の産業革命を主導した綿糸紡績業の分析から始まった。その研究は，大
学院同期の堀越芳昭氏と共著で，「日本の『産業資本確立』研究の再検討」と題して，早稲田大学大学
院商学研究科『商経論集』（1970 年）に発表した論考を嚆矢とする。それは，産業資本の確立が帝国主
義への同時転化の過程であるという山田盛太郎の方法的視角に依拠しつつ，森芳三「初期独占論」を
ベースに，紡績機械の輸入とアジア諸国への市場拡大が，それを支える国家資本ないし国家の役割の重
視という形で進行していくとしたものであった。
　こうした理論的基礎のもとに，山村名誉教授は 1971 年に，「日本における紡績業の発展と海外市場―
産業資本確立＝帝国主義転化過程の分析視角の検討―」を修士論文としてまとめる。それは，第一章課
題と限定，第二章日本紡績業の産業資本確立と日本紡績業の海外進出，第三章日本紡績業と海外進出過
程の特質と機構，第四章総括からなり，もっぱら『紡連月報』に依拠しつつ，日本紡績業が 30 〜 40％
の海外市場依存，とりわけ中国・朝鮮市場に依存していたこと，それを国家や商業資本が補完し，低価
格による競争力を維持していたことを明らかにした。
　この修士論文をベースに，山村名誉教授は「日本紡績業の確立と海外市場」，「日本帝国主義成立期に
おける植民地政策の展開―朝鮮鉄道建設との関連で―」を『商経論集』（1973 年，1974 年）に発表する。
前者では日本紡績業の海外市場確保の構造的特質とその条件としての中国華北市場を取り上げ，それが，
紡連による統制力，商業資本との結合と流通過程の代位，国家資本・国家による援助と補完によって実
現していったとする。また後者では，朝鮮鉄道建設の経済的要因に着目し，国内資本蓄積の低位，小商
人資本による進出を基本としつつ，日清戦後に紡績業における産業資本の確立を前提に，朝鮮市場にお
ける優位な立場を確保し，そうした延長上に朝鮮鉄道経営とそれへの国家資本の補助があったとする。
　以上のような近代日本における産業資本確立期の紡績業史研究は，紡績業の対外市場問題と鉄道経営
に注目したものであり，この点は当時東京大学を中心として進められていた日本経済史分野における共
同研究と共通していた。東大グループの成果は，大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』上・下（東京大
学出版会，1975 年）として結実する。その中では村上勝彦氏が「植民地」を分担執筆し，産業革命期
の植民地（朝鮮）とのあいだの綿米交換体制や鉄道建設・金融支援体制を論証したが，山村名誉教授や
その当時の日本帝国主義史研究に従事していた若手研究者は，ほぼ同じような視角でこの問題に取り組
んでいたのである。
　ともあれ，上記の山村名誉教授の論考のはしばしには，三井物産による綿糸輸出の無手数料取扱いや
仁川・京城支店の設置が指摘されている点に注目したい。なぜならこれ以降，山村氏の研究対象は，三
井物産のアジア市場における「流通独占」的性格の究明に注がれるようになるからである。その研究成
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果は，早くも 1976 年 10 月の『土地制度史学』第 73 号掲載の論文となって現れた（「日本帝国主義成立
過程における三井物産の発展―対中国進出過程の特質を中心に―」）。そこでは，日露戦争を境に時期区
分し，三井物産の中国での活動を，三井文庫所蔵史料（支店長諮問会議録等）を駆使して分析し，物産
が石炭や綿糸など産業資本の生産物の販売を担って産業資本の補強者的役割を担い，日露戦争を契機と
して国家的進出に依拠しつつ，帝国主義的進出の補完的役割を担ったと指摘している。財閥系資本の中
国・朝鮮における流通分野の活動に着目しつつ，そうした対外進出活動の中に日本の産業資本確立や帝
国主義転化があったことを実証したものとして高く評価されるものであった。
　さらに山村名誉教授は，「日清戦後における三井物産会社の中国市場認識と『支那化』―総合商社の
形成と中国市場―」（『和光経済』1990 年 3 月）において，日清戦後に中国商との取引関係を一層密接化
するため，三井物産中国店の機能を「清商部」と「外商部」に区分し，前者において中国の言語や慣習
を修得させる方針で臨んだことを指摘し，それを「支那化」と表現し，中国在来市場への積極的進出を
図ったことを，やはり三井文庫所蔵の「支店長諮問会議録」等を駆使して論証している。中国在来市場
との関係に踏み込んだ点は，三井物産研究でこれまでにない成果として注目されるものであった。
　なお，これより先に山村名誉教授は，共同研究『日本多国籍企業の史的展開』（1979 年）における
「第 1次大戦後における三井物産の海外進出―流通支配の再編成とその特質―」の論文で，三井財閥の
中軸資本の一つであり代表的総合商社である三井物産の中国本部・満洲における活動の特質を，綿花・
綿糸布，石炭，満洲大豆の取り扱いと対中国投資に関して分析している。その中で特筆すべきは，三井
物産が早くも 1877 年に上海支店を開設したこと，1903 年には上海紡績株式会社の株式 1000 株を引き
受けたこと，1920 年代にこれを東棉＝物産支配下に置いたこと，同時期における中国側の排日運動へ
の対策組織として結成された「金曜会」に積極的に参加していったことを明らかにしている点である。
後に山村名誉教授が，上海日本人商工会議所や「金曜会」の分析に傾注していくことの端緒がここに現
れていることがうかがえるのである。
2.　後半期の動向：上海日本人居留民社会研究
　山村名誉教授の研究は，紡績業や三井物産の分析にとどまらず，後半期になると，上海における日系
企業と日本人居留民社会構造の展開過程に関するダイナミックな歴史研究として開花していった。ここ
では主として，在上海の日本人資本および居留民社会の内的構造にメスをいれた，山村名誉教授固有の
「上海日本人居留民社会研究」の足跡をたどっていきたい。
　波形昭一獨協大学教授を中心として在外経済団体史研究会を組織し，1990 年 10 月から国内・国外の
商業会議所の比較研究を始めた木村健二，山村睦夫，柳沢遊，幸野保典などは，共著で，『近代アジア
の日本人経済団体』（同文館，1996 年）を出版した。この共同研究に論文を掲載した山村名誉教授は，
上海に在留する日本人営業者を，3タイプに分けてその実態を詳しく分析した。これまでの研究では，
「会社派」と「土着派」という 2タイプの分け方が通説であったが，山村名誉教授は，在留日本人営業
者の個別分析を進めて，「支店進出型＝貿易関連型」，「在地経済関連型」，「在留邦人依存型」の 3タイ
プに分類して，彼らが明治末期から第一次大戦期にかけて，どのような営業活動を展開し，どのような
経済団体を組織したかを，実証的に解明した。
　これ以降，日本人の上海への大量進出が行われた第一次世界大戦期から，1920 年代，満洲事変期と
在留日本人経済界の分析を進めた山村名誉教授は，最近では，アジア太平洋戦争期の上海日本人居留民
社会の研究成果を立て続けに，和光大学の学術雑誌である『和光経済』に掲載した。論文「5.30 事件と
上海在留日本資本の対応」（『和光経済』2017 年 3 月）では，上海日本商業会議所のこの事件への認識と
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対応を考察して，在華紡が争議の原因を「外部からの扇動」としたのに対して，上海日本人商業会議所
は「赤化」の脅威ととらえ，日本と政治経済上の密接な関係を持つ中国に共産主義勢力の影響が強まる
ことの危惧を表明したとしている。そして，日本政府への要請についてみると，「中国民族運動の急速
な発展を可能な限り抑制し，1920 年代に伸長した日本資本の中国市場進出を保持・推進する経済主義
的方針を反映するものであった」とする。そして，1920 年代の上海在留日本資本の経営動向を分析し
たうえで，「日本資本進出の一定の停滞ないし後退」をみとめている。そこには企業規模による差異が
みられ，「排日貨の打撃的影響を受けたとはいえ，進出日本資本も，小規模零細企業においては経営的
困難を増大させていたが，大手・中堅企業は 20 年代後半においても経済進出の維持・安定の方向を模
索し続けていた」という興味深い結論を導いている。『支那在留邦人人名録』の各年度版を用いた網羅
的な日本人実業者の営業状況分析と，外務省外交史料館所蔵資料を組み合わせて，外交史と経営史の緻
密な研究の総合化を成し遂げたところに本研究の方法的画期性が存在した。
　また，「満洲事変期における上海在留日本資本と排日運動」（上）（下）（『和光経済』1988 年 2 月，3月）
を通して，1920 年代後半から 30 年代前半期の上海在留日本資本の営業動向と，日貨排斥への対応を，
山村名誉教授は検討した。諸外国の上海投資の動向の中に，在華紡などの日本資本の動向を位置づけ，
上海在留日本資本は，厖大な中小商工業者層と，そこにそびえたつ在華紡および財閥系を中心とした国
内有力企業の上海支店からなる，いわば「上海型重層的編成」をなしていて，中国民族資本との矛盾も，
こうした「重層的編成」を介して展開していたとまとめている。そして，上海日本人商工会議所の会員
分析の結果，大連や天津などの在華日本人商工会議所とは異なり，「中堅的な土着資本層」が未成熟な
上海商議の特徴を次のように浮きぼりにした。「上海商議の大資本主軸的構成は，上海が中国における
貿易・金融の最大拠点として，比較的早くから一連の為替銀行，海運，商社そして紡績などの大資本の
進出が見られた反面，本格的な国家資本進出や政策的保護を欠いていたゆえに，大連などに比べ中堅的
な土着資本層がそれほど成長しえなかったことなどに起因する，上海に特徴的なものであった」（上，
129 頁）と総括している。
　満洲事変以降の日貨排斥の拡大のなかで，排日貨の影響を最も強く受けたのは，日本人中小商工業者
であった。彼らの認識は，「日本の対満洲政策によって引き起こされた国策の犠牲」と把握するもので
あった。こうした日貨排斥の結果，上海在留邦人の間に，居留民大会開催の要望がたかまり，その結果，
居留民の一部の強硬姿勢は，「武力発動による排日運動の根絶」などの要請決議となって現出した。満
洲事変の結果，従来は，居留民団や他地域の商工会議所との連携に慎重であった上海日本人商工会議所
でも，「強硬論」が台頭し，「居留民の引揚げ」「自衛権の発動」等の強硬論の立場が優勢になった。そ
の一方で，外務省筋や上海の有力な実業家層の中には，国際関係に顧慮して，前述の強硬方針の回避を
目指す動きも顕在化した。山村名誉教授は，上記の分析を通じて，「上海商議の中心に位置した有力資
本家層」の慎重論と，中小商工業者の「強硬論」の２つの流れを生み出しつつ，1931 年 12 月に行われ
た全支全日本人居留民大会では，「商権維持のため，国民政府をして抗日会の如き不法団体を解散し，
戦争行為に等しき経済絶交運動を絶滅せしめる」という要求を日本政府に出している事実から，強硬派
の主張がそのままでは，とおらなかったことに注意を喚起している。ただし，大企業支店長層の慎重論
にしても，発展する中国民族資本や排日運動との矛盾が深刻化し，強硬論が高まるなかでは，容易にそ
の潮流に同調していく存在であったとして，その過渡的性格を強調していることもおさえておきたい。
　本論文は，上海在留資本・日本人居留民の内部構成の詳細な分析を行ったうえで，満洲事変による日
貨排斥の影響の諸階層ごとの差異を論じ，最後に上海日本人商工業会議所の政策対応の二潮流を析出す
るという，山村名誉教授ならではの緻密な歴史分析の手法がいかんなく発揮された研究成果であった。
　そして，「アジア太平洋戦争期における上海日本人居留民社会」の論文が，『和光経済』2016 年 9 月
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号に掲載された。本論文では，在留日本人社会の物資不足や配給統制政策，労務動員過程が，詳細に論
じられているのみならず，上海華人社会の動向にも大きく視野を広げた考察が行われている。とりわけ，
日本内地と比較した上海日本人社会の社会的統制や，中国人労働者にたいする労務統制が，詳細に考察
されている。1944 年時点では，中国人労務統制が十分な成果を上げられず，興亜報国会，商業報国団
などの国民精神動員の活動が補完的に進められたことが指摘されており，そこには，「現地邦人の自覚」
や「覚悟」を問うものも少なくなかったとされる。さらに，「女性皆労働」というスローガンに見られ
るように，日本内地の動向に遅れながらも一般家庭婦人の女子挺身隊への組織化等の，労務動員の広域
化がすすめられた。また，華人労働者の定着を図るために，時局重要産業部門にたいする食米の現物支
給などの試みが，1944 年になされたことも叙述されている。1945 年初めには，こうした重点物資の配
給もできなくなり，上海周辺農村と農民への一層の負担が強められていったことが明らかにされた。
　こうして，山村名誉教授の上海日本人社会史研究は，第一次大戦期直前から，アジア太平洋戦争末期
までのおよそ 35 年間におよぶ膨大なものに結実されようとしていた。これまで見てきたように，山村
名誉教授の研究手法は，経済団体や在留日本人社会の内部に沈潜して，きめこまかな職種別・階層別の
分析を徹底し，それをもとにして，諸階層，諸資本の利害意識，政策要求を解明するとともに，つねに
中国側の経済状況の動向との対応関係に視野をひろげ，日本帝国主義権力の政治的軍事的侵略にたいす
る各階層，資本の対応にも，目を配るものであった。近年では，中国史研究者による上海の社会経済史
研究が，高い水準を示すようになったが，山村名誉教授の研究は，それを日本人居留民社会の構造とそ
の変遷に即して，あらためて把握しなおし，新たな歴史像を構築しようとしたものといえよう。とくに，
在華紡績や大企業支店の動きをふくめて，上海日本人社会内部の職種と階層にわけいって，それらの動
態を分析するとともに，日本軍の政策や在華紡績，三井物産などの大手企業の動向をふくめて，重層的
な構造を 35 年間にわたって分析した研究は，ほかの在華日本人商業会議所研究にも見られない独自な
ものであり，その点，在華日本人居留民社会史研究の高い峰を築きあげることに成功したと評価しうる。
　以上のように山村名誉教授は，従来の日本帝国主義史研究の理論的基礎のもとに，緻密な実証分析を
重ね合わせ，三井物産研究や上海居留日本人社会史研究に，大きな貢献をなしたのである。それらは，
第一に，1999 年 11 月に開催された和光大学総合文化研究所のシンポジウム「二つの世紀末と日本・ア
ジア」において，「日本企業のアジア進出とアジア認識」というテーマで問題提起を行い，三井物産会
社『社内調査資料』（1944 年）をもとに，三井物産のアジア市場認識や経営戦略（コンプラドール排除），
そして国家的進出との一体性を指摘した点，第二に，和光大学経済学部創立 35 周年記念号（2001 年）
においては，「日中戦争期における財閥資本の対外認識と対応［覚書］」と題して，三井合名会社の『調
査部内報』をもとに，急速に拡大する中国占領地支配の場にあって，占領政策に密接に連携しつつその
内実を担っていったと指摘した点に，端的に示されている。さらに，絶筆となった『三井文庫史料　私
の一点』の論考「日清戦後の中国市場調査報告からみえるもの―藤瀬政次郎『清国新開港場視察復命
書』明治二九年―」（2017 年）は，三井物産による中国の市場状況や商慣行に関する調査報告の一つを
紹介したもので，そこに見えるリアルな中国市場認識を通して，三井物産の総合商社としての発展も規
定していったとしている。まさに，近代日本の対アジア経済進出の特徴を，国家や国家資本との一体性
のもとに，現地社会との関係性を重視しつつ，三層構造として位置づけたと総括することができよう。
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